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特別徴収事務の取扱要領

１．給与所得等に係る特別徴収とは

特別徴収とは、給与の支払者が所得税の源泉徴収と同様に、給与の支払を受けている

人（納税義務者）の住民税（町民税・県民税・森林環境税）を毎月の給与から引き去りして納

入いただく制度です。

特別徴収義務者は、市町村長から送付された税額通知書により、毎月定められた

税額（月割額）を給与から差し引いて翌月の10日までに納入する義務があります。

＜取扱金融機関について＞ 以下のとおり納入の取扱金融機関を指定します。

２．納税義務者への通知

「給与所得等に係る町民税・県民税・森林環境税 特別徴収税額の決定・変更通知書」は、

特別徴収義務者用（事業所用）と、納税義務者用（個人用）がありますので、特別徴

収義務者用は控えに、納税義務者用は個人別に切り離してそれぞれの納税義務者にお

渡しください。

納税義務者が退職、転勤等のため渡すことができない場合は、異動届とともにすみ

やかに琴浦町役場税務課へご返却ください。

３．月割額の徴収方法と納期限

「給与所得等に係る町民税・県民税・森林環境税 特別徴収税額の決定・変更通知書」に

記載のある各納税義務者の月割額を、1回目は6月に支払われる給与から徴収し、2回

目以降は7月から翌年5月まで給与を支払う際に順次徴収してください。

地方税法第321条の5第

4項の規定による 特別徴

収に係る住民税を納入す

る金融機関

山陰合同銀行本店・支店・出張所

鳥取中央農業協同組合本所・支所・出張所

鳥取銀行本店・支店・出張所

西日本信用漁業協同組合連合会鳥取支店

倉吉信用金庫本店・支店

米子信用金庫の各本店・支店・出張所

ゆうちょ銀行（郵便局）…中国５県のみ

※中国５県以外のゆうちょ銀行で納入される場合は、

「指定通知書」を納入先のゆうちょ銀行に提出して

ください。

各納税者から徴収した月割額の合計、退職者に係る一括徴収税額、退職所得に係る

特別徴収税額をあわせて、同封の払込用紙により翌月の10日（土日、祝日にあたる場

合はその翌日）までに、左記の取扱金融機関へ納入してください。

４．徴収税額を滞納した場合の措置

税金を納期限までに納付しなかった場合は納期限の翌日から余分の負担を合わせて

納めなければなりません。

なお、このことによって算出される延滞金はすべて特別徴収義務者の負担となりま

すのでご注意ください。

納期限の翌日から納付するまでの期間に応じ、法律で定められた率により計算した

延滞金が加算されます。

５．納期の特例について

給与または退職手当の支払いを受ける者が常時10人未満の事業所については、

「納期特例申請書」を提出し、町長の承認を受けることで、承認のあった月分より年

2回にまとめて納入することができます。特別徴収税額の6月分から11月分の納入に

ついては12月、12月分から5月分の納入については翌年6月の各月の10日（土日、

祝日にあたる場合はその翌日）までにお願いします。

６．納税義務者に異動があったときの届出について

納税義務者が退職・休職・転勤・死亡等により給与の支払いを受けないこととなっ

た場合は、必ず「給与所得者異動届出書」を提出してください。

提出が遅れると、納税義務者ご本人への納税通知書の送付が遅れたり、特別徴収義

務者（事業所）が滞納処分を受けることがありますのでお早めの提出をお願いします。

また、特別徴収税額が0円の方についても、異動があった際は同様に提出していた

だきますようお願いします。

７．転勤等の場合の特別徴収の継続について

納税義務者が転勤・転職で勤務先が変わった場合、新しい勤務先で特別徴収を希望

される場合は、新しい勤務先に特別徴収税額をご連絡の上、「給与所得者異動届出書」

を提出してください。

８．退職者の未徴収税額の一括徴収について

①6月1日から12月31日までの退職者については、本人の申し出があれば一括徴収

してください。10月以降に退職された場合、普通徴収に切り替えても納期が1回しか



2

ないため、残額をまとめてお支払いいただくことになります。なるべく一括徴収して

いただきますようご協力お願いします。

②1月1日から4月30日までの退職者については、本人の申し出に関係なく一括徴収

することが義務付けられています。

※いずれの場合も「給与所得者異動届出書」を提出してください。

９．普通徴収から特別徴収への切替えについて

年の途中で新たに就職されたり、休職等で普通徴収となっていた方が特別徴収を

希望される場合は、「普通徴収から特別徴収への切替え届出書」を提出してください。

１０．特別徴収義務者所在地・名称変更届の提出

給与所得者等に係る特別徴収義務者の所在地（書類の送付先も含みます。）、名称に

変更があった場合は、「特別徴収義務者所在地・名称変更届」を提出してください。

１１．退職金を支払うときは

退職所得に係る住民税は、退職所得等を支払われる際に特別徴収して、当該納税義

務者（退職者）の1月1日現在における住所地の市町村に納入していただきます。

１２．退職所得に係る住民税の計算

退職所得に係る住民税は退職手当の支払者（特別徴収義務者）に税額の計算をして

いただきます。次の算式により計算をしてください。

①（ 退職手当等の収入金額 － 退職所得控除※ ）× 1/2 ＝ 退職所得金額(Ⅰ)

（1,000円未満切捨て）

※勤続年数が5年以内の法人役員等（法人税法上の役員、国会議員、地方議員、

国家公務員、地方公務員）は1/2を乗じる措置を廃止した上で計算する。

※退職所得控除の求め方

② (Ⅰ) × 10％（町民税6％、県民税4％）= 退職所得に係る住民税額
（100円未満切捨て）

勤続年数 退職所得控除額

Ａ 20年以下の場合 40万円×勤続年数（80万円に満たない場合は80万円）

Ｂ 20年超の場合 800万円＋70万円×（勤続年数－20年）

障害退職の場合 ＡまたはＢによる計算＋100万円

１３．退職所得の納入手続き

特別徴収義務者が法人である場合は、納入書裏面の納入申告書に必要事項を記載し、

退職手当の支払われる月の翌月10日までに、給与所得に係る特別徴収税額とともに

納入してください。

特別徴収義務者が個人事業主である場合、納入書裏面の納入申告書には個人番号は

記入せずに、退職手当の支払われる月の翌月10日までに、給与所得に係る特別徴収

税額とともに納入してください。


